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論 文 内 容 の 要 旨 
本論文は、地域や中小企業に関する研究において、研究テーマとしての重要性が指摘されながらも、
これまで十分に分析されてこなかった大都市自治体の中小企業政策に焦点を当て、その構造的な特徴
や問題について検討したものである。 
地方分権の進展、地域経済の低迷などを背景に、自治体が中小企業政策を主導的に実施することが
期待されている。学術面においても、自治体の中小企業政策の研究が近年重視され、量的に増えつつ
ある。しかし、質的には次のような問題を有している。第１に、地方都市や大都市周辺都市の自治体
政策のケーススタディが中心であり、政令指定都市など大都市自治体の政策については、制度や組織
が多様で複雑であることから、研究対象とされることがきわめて少ない。第２に、事例として取り上
げる自治体の中小企業政策の全体像の把握が不十分であり、構造的な分析が弱い。本研究は、大阪市
という代表的な大都市自治体を研究対象とし、行財政分析や施策利用企業の分析などを行うことで政
策の構造的な把握を行い、上記の既存研究における不足を補おうと試みた。 
本論文の各章の概要は次のとおりである。第１章では、大都市自治体の中小企業政策に関する研究
の重要性を中小企業政策研究、地域発展研究、地方財政研究の３つの研究領域のレビューから明らか
にした。第２章では、地域経済振興策として進められてきた国の地域開発政策と中小企業政策の変遷
をみたうえで、自治体の中小企業政策の一般的な特徴について自治体の商工部局へのアンケート調査
等をもとに考察した。 
以上の第１章、第２章は、既存の研究と政策の概略をまとめた本論文の総論部分といえる。第３章
以降は、大阪市のケーススタディを中心とした各論部分であり、主に次の３つの観点から大都市自治
体の中小企業政策について検討した。 
第１に、政策の中身とその変化である（第３章、第４章）。第３章では、大阪市の産業政策の変遷
を概観し、その重点が開発政策から中小企業政策へと変化しつつあることを明らかにした。この変化
は、一見、外来型開発から内発的発展へと向かう変化にもみえるが、成長エンジンを構築するという
目的自体が変化していないことから、開発型政策へと回帰する可能性が十分に存在することを指摘し
た。第４章では、大阪市の商工部局の行財政分析をもとに政策実施体制の実態を明らかにした。政策
方針が現場の政策実施体制に即して決定されるわけではなく、現場に即さない方針が打ち出されてい
ることを示した。 
第２に、組織構造の分析である（第５章、補論、第６章）。第５章は、大都市自治体の中小企業政
策において外郭団体が重要な機能を果たしていること、組織分化が進むことによって組織間の関係性
の構築が課題となること、近年の過度な行財政改革の進展によって関係性の構築が阻害される傾向に
あることを指摘した。補論においても、公設試験研究機関が地域の技術支援において重要な役割を果
たしているものの、急速な行財政改革によってその特性が弱められ、支援体制に問題を引き起こしつ
つあることを明らかにした。第６章では、大阪市と大阪府の中小企業政策の補完の関係について、二
重行政問題を手掛かりに検討した。両者の中小企業政策の実態を詳しく分析することで、一般的な二
重行政批判でイメージされる無駄な政策が行われているとは必ずしもいえないことが明らかとなっ
た。 
第３に、政策の目的・意義とは何かという点である（第７章と第８章）。第７章では、大阪市の中小
企業政策を利用する企業の実態について分析し、政策が直接的、間接的に企業存続のためのイノベー
ション促進に寄与していることを明らかにした。第８章は、大阪市において成熟段階にある大都市に
特有の地域社会の疲弊の問題が生じており、この問題への対応という目的が大阪市の中小企業政策に
存在する可能性があることを指摘した。 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本論文の目的は、時間軸と構造軸を設定した上で、大阪市の産業政策、中小企業政策、政策実施体
制、外部組織との補完関係、施策を利用する中小企業、都市問題との関係を順番に論じることで、大
都市自治体の中小企業政策の構造と意義を明らかにすることである。新中小企業基本法の影響と二重
行政問題を念頭に、実態分析を踏まえた議論を展開しており、国・広域自治体とは異なる基礎自治体
の中小企業政策の独自性の解明に取り組んでいる。問題意識は明解であり、学術的かつ社会的価値の
高いテーマに意欲的に挑んでいる。 
 論文の構成は以下の通りである。 
 第１章では、自治体中小企業政策の先行研究について、中小企業政策研究だけでなく、地域発展研
究、地方財政研究についても整理を行い、本研究の意義と特徴を論じている。とくに大都市自治体の
中小企業政策に関して、実態分析を踏まえて評価を行うことの意義を確認した。 
 第２章では、国の地域開発政策と中小企業政策の歴史、自治体の中小企業政策の現況を検討した。
現況では、自治体中小企業政策の事業内容と実施体制について概要を示した。さらに、当該政策の目
的の多様性と種々の主体との連携・補完について注目した。 
 以上の２つの章は、第３章以降の検討の総論ともいえる章に当たる。以下、大阪市を中心に検討が
行われる。大阪市は、中小企業政策で戦前からリードしてきた都市であり、現在中小企業政策のあり
方を模索している自治体だからである。 
 第３章では、大阪市の地域経済の特性をおさえるとともに、産業ビジョン・総合計画をもとに、大
阪市の産業政策の変遷を分析している。これにより、開発型政策から個別中小企業支援型政策への変
化を明らかにするとともに、成長志向型中小企業政策に潜む問題をも指摘した。 
 第４章では、経済局の行財政の変化を分析したうえで、産業経済費に関する施策項目である金融支
援、経営支援、技術支援などの個別企業支援政策の特徴と実施体制を分析した。当該施策は、イノベ
ーション支援であり、全方位型の支援体制であることを強調した。 
 第５章では、前章で明らかになった外郭団体重点型システムを構成する、大阪市信用保証協会、大
阪市都市型産業振興センター（大阪産業創造館）、大阪市立工業研究所、大阪国際経済振興センター
などの外郭団体と各施策を検討し、変遷と特徴、課題を明らかにした。その上で、外部団体重点型シ
ステムの特徴と課題を論じた。 
 補章では、工業系公設試験研究機関の全国的動向を検討し、当該機関が地域イノベーションシステ
ムの観点から、行政と産業と学術の３領域に足場をもつ分野重複的な貴重な存在である点を明らかに
した。その上で、近時の公設試改革に伴う課題を論じた。大阪市の公設試験研究機関に絞った分析を
しているわけではないために、補章として位置付けられている。 
 第６章では、いわゆる二重行政問題に関わって、大阪市と大阪府の商工行政を比較分析したうえで、
金融支援、経営支援、技術支援に関わる府市の各中小企業支援機関の役割を具体的に検討し、両者間
の補完関係を指摘した。あわせて政策課題について論じた。 
 第７章では、施策利用企業の特徴を論じたうえで、当該中小企業が、中小企業政策をどのように認
知し、評価しているか、について検討し、支援機関間のプロモーション連携の必要性を強調した。施
策利用企業にとっては企業存続のためのイノベーションに直接的間接的に役立っていることが確認
された。 
 第８章では、自治体中小企業政策の意義を社会性と人間性に関わらせて議論しており、自治体の中
小企業政策は、国の中小企業政策とは異なり、都市問題の解決に役立つ第２のセイフティーネットと
もいうべき政策ツールであり、政策評価もこの面から行われることが重要であるとした。合わせて、
支援を受ける中小企業の、地域における自助と自治の要素を論じた。 
 おわりにでは、本論文の成果を６点にわたり取りまとめ、政策構造に関わって３点の指摘をした。 
 本論文の評価できる点は、以下の通りである。 
 第１に、研究対象として自治体と中小企業を設定している点である。産業集積に関わる政策が大き
な成果を生まず、地域経済も疲弊するなかで、改めて政策主体である自治体と経済主体である中小企
業に焦点を合わせており、現実的であるとともに、新たな方向性を与える新鮮さを有している。 
 第２に、大阪市をケースとして取り上げた点と関わっている。筆者は、この絞り込みによるマイナ
ス面に言及しているが、設定課題を実態分析を踏まえて議論する以上、方法としては妥当といえる。
大阪市に絞る根拠も、手法として強調されている実態分析についても説得力がある。 
 第３に、国の中小企業政策と自治体の中小企業政策との違いを明確にした。これは、自治体中小企
業政策は、国の中小企業政策の縮小版ではないとの数度の指摘に現れている。こうした違いは、自治
体の政策実施体制のなかに認められるとの理解を示している。 
 第４に、上記の点に関わるが、自治体中小企業政策をめぐる最近の動きとして、国の中小企業政策
に強く引き寄せられる動きと急速な行財政改革の影響に注目している。同じ中小企業政策であっても
国と自治体ではその内容は異なるのであり、本論文の成果に基づいて、産業・企業面での選別的動き
や実施体制の脆弱化に対して警鐘を鳴らしている。 
 第５に、自治体中小企業支援政策は、既存の市場・技術を前提とするイノベーション（通常的イノ
ベーション）支援であり、特定の企業・産業に絞られることなく、全方位的に行われており、結果と
してこれが地域に密着する中小企業の、地域における自助と自治の要素を高め、都市問題対応として
の第２のセイフティーネットとしての役割、そして自治を担う企業市民の維持・形成という役割をも
果たしていることを明らかにした。自治体中小企業政策を点検評価する場合にも、こうした都市政策
的観点から評価すべきとしている。 
本論文は、当初の課題設定に十分答えており、その成果は高く評価できる。中小企業政策が地域の
独自の内容を含むとの本論文の主張からすれば、そのための財源確保や行政組織のあり方、政策企画
力の育成といった課題も明らかにすべきと考えられるが、これらについては本論文の研究の延長線上
で展開されることが期待される。 
 以上の審査内容を踏まえて、論文審査委員会は、全員一致して本論文が博士（商学）の授与に値す
ると判断した。 
